
令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第

号
)

官
報

高草トンネル施設
契約電力 19kW
年間予定使用電力量 71300kWh
長尾トンネル施設
契約電力 58kW
年間予定使用電力量 79200kWh
新戸倉トンネル施設
契約電力 58kW
年間予定使用電力量 112100kWh
下味野トンネル施設
契約電力 91kW
年間予定使用電力量 235700kWh
片山トンネル施設
契約電力 55kW
年間予定使用電力量 105000kWh
高津原トンネル施設
契約電力 51kW
年間予定使用電力量 124000kWh
用瀬第２トンネル施設
契約電力 282kW
年間予定使用電力量 747700kWh
智頭・用瀬トンネル施設
契約電力 148kW
年間予定使用電力量 759300kWh
上市場トンネル施設
契約電力 148kW
年間予定使用電力量 519700kWh
尾見トンネル施設
契約電力 170kW
年間予定使用電力量 634100kWh
志戸坂トンネル施設
契約電力 82kW
年間予定使用電力量 122400kWh
二十世紀梨ふるさとトンネル施設
契約電力 30kW
年間予定使用電力量 102000kWh
福井内海中常松トンネル施設
契約電力 100kW
年間予定使用電力量 407800kWh
鳥取西道路気高青谷トンネル施設
契約電力 172kW
年間予定使用電力量 280600kWh
西粟倉トンネル施設
契約電力 48kW
年間予定使用電力量 99600kWh

江ノ原第２トンネル施設
契約電力 131kW
年間予定使用電力量 250500kWh
大原トンネル施設
契約電力 50kW
年間予定使用電力量 112500kWh
中町トンネル施設
契約電力 50kW
年間予定使用電力量 114600kWh
今岡トンネル施設
契約電力 54kW
年間予定使用電力量 117200kWh
釜坂第２トンネル施設
契約電力 62kW
年間予定使用電力量 209800kWh
（電子入札対象案件）
（電子契約対象案件）

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 令和７年７月１日から令和８年
６月30日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。
 電子調達システムの利用 本案件は競争参
加資格確認申請書（以下、「申請書」という。）
の提出、入札及び契約を電子調達システムで
行う対象案件である。なお、電子調達システ
ムによりがたい場合は、紙入札方式参加願、
紙契約方式承諾願を提出し、紙入札方式、紙
契約方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 開札までに令和４・５・６年度の一般競争
（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「物
品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされた中国地域の競争参
加資格を有することが確認できた者であるこ
と。
一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統
一資格）の申請の時期及び場所については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和５年
３月31日付官報）に記載されている時期及び
場所で申請を受け付ける。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の公示９その他による手続きを行った者
を除く。）でないこと。
 申請書の受領期限の日から開札の時までの
期間に、中国地方整備局長から指名停止を受
けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者の登録を受けていること。
 二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの
活用、再生可能エネルギーの導入及び省エネ
に係る情報提供、簡易的ＤＲの取組、地域に
おける再エネの創出・利用の取組並びに電源
構成及び二酸化炭素排出係数の情報の開示に
関し、入札説明書に記載する基準を満たすこ
と。
 分任支出負担行為担当官から入札説明書の
交付を受けた者又は、電子調達システムより
ダウンロードした者であること。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒6800803 鳥取県鳥取市田園町４400
国土交通省鳥取河川国道事務所経理課契約
係 谷中 隆洋 電話0857291982（内線
224）
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先と同じ
 入札説明書の交付場所及び交付方法 電子
調達システムよりダウンロード又は、の問
い合わせ先で手交、電子メール又は託送（着
払い）による交付を受ける場合は、の問い
合わせ先まで連絡し、指示を受けること。
 電子調達システム及び紙入札方式による申
請書の受領期限 令和７年２月７日17時00分
 競争参加資格確認の通知日 競争参加資格
の有無の通知は、令和７年２月20日を予定す
る。

 電子調達システム及び紙入札方式による入
札書の受領期限 令和７年３月７日17時00分
 開札の日時及び場所 令和７年３月10日９
時00分 国土交通省鳥取河川国道事務所入札
室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
⒜ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、上記３に示す受領期限までに入札
書類データ（申請書等）を上記３に示す
ＵＲＬに提出しなければならない。
⒝ 紙入札方式により参加を希望する者は、
上記３に示す受領期限までに必要な申請
書等を上記３に示す場所に提出しなけれ
ばならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において分任支出負担行為担当官
から申請書等の内容に関する照会があった場
合には、説明しなければならない。
 落札対象 申請書を基に、分任支出負担行
為担当官において競争参加資格が確認された
入札書のみを落札対象とする。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
本業務は、契約手続に係る書類の授受を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、発注
者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとす
る。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 上記２に掲げる一般競争（指名競争）参
加資格（全省庁統一資格）を有していない者
も上記４により申請書を提出することがで
きるが、競争に参加するためには、開札まで
に当該資格の認定を受け、且つ競争参加資格
の確認を受けていなければならない。





		2025-01-06T14:40:28+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み


	



